
仕様書 
 
１ 品名 
  超音波診断装置 
 
２ 製品型式番号等及び数量 

富士フイルムヘルスケア株式会社製 
超音波診断装置   １式 

  【構成内訳】 
製品型式名等 規格 数量 

超音波診断装置 本体 ARIETTA 65LE 1 
デジタルモノクロプリンタ SSZ-X311 1 
白黒プリンタ接続キット PM-AR65-H001 1 
ゼリーウォーマー JW-3000U 1 
ゼリーウォーマーユニット EU-6063 1 
ゼリーウォーマー右搭載対応キット MP-FX-AVA-2B-R 1 
HDMI モニタ接続ユニット EU-9210 1 
バッテリユニット EU-9199 1 
フレキシブルフック MP-HA-ALB-2 1 
カルテトレイ MP-FX-ALB-22 1 
CW サーボユニット EU-9198 1 
アウトレット増設ユニット EU-6060B 1 
生体信号ユニット PEU-ARIETTA65 1 
DICOM ネットワーク通信機能ソフト SOP-ARIETTA65-10 1 
Contrast Harmonic Imaging ソフト SOP-ARIETTA65-44 1 
Detective Flow Imaging ソフト SOP-ARIETTA65-105 1 
Real-time Tissue Elastography ソフト SOP-ARIETTA65-43 1 
RTE Strain Histogram ソフト SOP-ARIETTA65-60 1 
アダプティブキット PM-AR65-S520JPN_9C# 1 
バージョンアップ作業費 - 1 
コンベックスプローブ＜5-1MHz/50R/70°＞ C253A 1 
C251/C35 用シブコブラケット 644-083 1 
ウルトラプロⅡキット 14×91(24 イリ) 610-608 1 
コンベックスプローブ＜6-1MHz/25R/70°＞ C23 1 
C23RV/C23 用 Verza ブラケット 644-096 1 
Verza ニードルガイド 8.9×91(24 イリ) 610-1502 1 
リニアプローブ＜18-5MHz/38 ㎜＞ L64 1 
リニアプローブ(術中用/ドロップイン)＜12-2MHz/26 ㎜＞ L43K 2 
セクタプローブ(術中・穿刺用)＜8-3MHz/90°＞ S31KP 1 
HDMI-DVI ケーブル(5ｍ)  1 
DICOM 接続費用  1 



   
３ 納入設置期限 
  令和 8 年 3 月 31 日 
 
４ 納入場所 
  大阪市都島区都島本通２丁目１３番２２号 
  総合医療センター 手術センター 
 
 
５ 保証期間 
  検査合格日より１年間 
 
６ 特記事項 
 （１）本物品の搬入・据付にあたっては、当センターの業務に支障のないように当センターの指示

どおり実施し、正常作動するよう必要な点検・調整を行うこと。また、当センターの負担は

発生しないこと。 
 （２）納品に伴う搬送、既存機器（LOGIQ-E9 1 台）の取り外し、組み立て、据付、試運転、稼働

に必要なネットワーク工事、既存機器引き取り等、全ての費用は契約金額に含むこと。 
（３）本製品に関する事故・安全情報等は、ただちに報告すること。また、改良等がなされた場合

も同等とする。 
（４）グリーン配送の規定を遵守すること。 

 （５）本物品納入の際には、最新の状態かつ未使用品を納品すること。また、後継機種が発売され

た際は、納入物品等について当センター担当職員と協議し、その指示に従うこと。 
 （６）納品時に取扱説明書が存在する場合は、納品部署に提出すること。また、シリアルナンバー

等、個体の限定が可能な情報は納品書等に記載し報告すること。 
 （７）納品時に当センターの管理する備品シールを貼付し、納品書・保証書・添付文書・取扱説明

書・簡易取扱説明書・画像データ（JPEG）を提出すること。 
 （８）機器の仕様方法等に関しては常時説明できること。 
 （９）検収後 1 年間は無償にて定期点検・調整及び故障修理等を随時行うこと。また、検収から 1

年以内にソフトウェア等のアップグレードが発生した場合は、無償で実施すること。 
 （10）本物品に必要な消耗品及び故障時等の物品について供給が確保されていること。 
 （11）本物品の故障及び不具合等に対して、夜間及び祝祭日でも修理等の対応、連絡体制が整備さ

れていること。また、修理または調整作業を速やかに実施できること。なお、故障及び不具

合等の状況は、その都度報告し、当センター担当職員の承認を受けること。 
（12）応札に当たっては本仕様書を十分検討し、疑義ある場合（同等品の可否を含む）は質問期間

内に指定の方法によりよく質し、その内容を熟知の上応札するものとする。質問受付期間経

過後の疑義については受付しない。契約後における仕様書の疑義は、当センターの解釈によ

るものとする。 
（13）その他本仕様書に記載のない事項については、適宜当センター担当職員との協議に応じるこ

と。 
 
 
 



７ 事業担当課 
  〒534-0027 
  大阪市都島区中野町５丁目１５番２１号（都島センタービル） 
  地方独立行政法人 大阪市民病院機構 
  大阪市立総合医療センター 総務部財務課 
  TEL 06-6929-3627 



（別紙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

 大阪市民病院機構（以下「発注者」という。）が締結する契約等から暴力団を排除する措置につい

ては、「大阪市暴力団排除条例」（以下「条例」という。）、「大阪市暴力団排除条例施行規則」

及び「大阪市契約関係暴力団排除措置要綱」（以下「要綱」という。）に準拠し、大阪市と同様の

措置を講じる。 
 
１ 暴力団等の排除について 
（１）受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、

大阪市暴力団排除条例（平成 23 年大阪市条例第 10 号。以下「条例」という。）第 2条第 2号

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 3号に規定する暴力団密接関係

者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材

料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

（２）受注者は、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴

力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契

約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者

と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除させな

ければならない。 

（３）受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら

れる者から条例第 9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、速

やかに、この契約に係る発注者監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担当

課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければなら

ない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者か

ら不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告するととも

に警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

（４）受注者及び下請負人等が、正当な理由なく委託者に対し前号に規定する報告をしなかっ

たと認めるときは、条例第 12 条に基づく公表及び大阪市民病院機構競争入札参加停止措置要

綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停止措置を行うことがある。 

（５）受注者は第 3 号に定める報告及び届出により、発注者及び大阪市が行う調査並びに警察

が行う捜査に協力しなければならない。 

（６）発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの

不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行日

程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じることとす

る。 

 

２ 誓約書の提出について 

受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれが表明した

誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこの限りで

ない。 



 

職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例に基づく特記仕様書 

 

 大阪市民病院機構（以下「発注者」という。）は、職員等の公正な職務の執行の確保に関する条

例に準拠し、大阪市と同様の取扱いをするものとする。 
 

（条例の遵守） 

第１条 受注者及び受注者の役職員は、受注業務の履行に際しては、「職員等の公正な職務の執行

の確保に関する条例」（平成１８年大阪市条例第１６号）（以下「条例」という。）第５条に規定

する責務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第２条 受注者は、受注業務について、次の各号に定める場合、速やかに、その内容を発注者（地

方独立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室）へ報告しなければならない。 

(１) 条例第２条第１項に規定する公益通報を受けたとき 

(２) 発注者の職員から、違法または不適正な要求を受けたとき 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、

条例第１２条第１項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（地方独

立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行う

調査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務の

処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条例

の規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。 

 

○ 地方独立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室の連絡先：06-6929-3275 

 

個人情報等の保護に関する特記仕様書 

 

この契約の履行にあたって個人情報は、市民の個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報の保護に

関する法律及び大阪市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例の趣旨を踏まえ、適切に取

り扱わなければならない。 

 

 


